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徹底解説 2026年米国中間選挙 

本稿のポイント 

◼ 経済・雇用・インフレ対策の不調などによりトランプ政権の支持率が低下し、2025年末のオフイヤー選

挙では野党・民主党が複数州で勝利。 

◼ 現時点では今年 11月の中間選挙において、①上院は与党・共和党が多数派を維持し、下院は民主党

が過半数獲得のねじれ議会化する予想が有力。他にも、②共和党が上下両院の過半数を維持し、トラ

ンプ政権が現路線を継続する、③民主党が上下両院の過半数を獲得し、トランプ政権がレームダック化

するシナリオも存在。なお中間選挙は通常、政権与党が議席を減らす傾向がある。 

◼ 中間選挙に向けた注目点として、物価高対策（アフォーダビリティ）、外交政策、州規制を巡る争いが存

在。選挙後の政治動向は 2028年の大統領選挙に影響するが、どちらの党の大統領候補者が勝つに

せよ、保護主義的な貿易政策は継続の可能性が高い。 

◼ 日本企業は中間選挙に向けたトランプ政権の物価高対策や外交政策の変化に注意し、連邦・州レベル

の政策動向を分析するインテリジェンス体制構築、シナリオ分析、経営戦略の見直し、政策提言やロビ

ー活動の検討・実施することが推奨される。 

米国では 2026年 11月に中間選挙が予定されており、第 2次トランプ政権発足から約 2年間の成果に対して

米国民が審判を下す選挙として注目されています。なお、米国では 2年に 1回連邦議会の選挙が実施され、4

年に 1回の大統領選挙の間に行われる議会選挙を中間選挙と呼びます。 

※本レポートは執筆時点（2026年 2月 9日）の情報を基に執筆しています。 

 

トランプ政権の現状とオフイヤー選挙 

就任後 1年が経ち、トランプ政権の支持率は漸減してきました。2025年 1月の就任時には 52％だった支持率

は、就任 100日目の 4月 30日には 44％へと下がり、1年後の 2026年 1月 20日には 42％まで落ち込みま

した 1。野党・民主党の支持者だけでなく、政権の支持基盤である与党・共和党の支持者や、2024年の大統領

選挙でトランプ氏に投票した無党派層からの支持も低下しています（就任後 1年間で共和党支持者の支持率は

94％から 79％に、無党派層は 41%から 29%に低下 2）。また政策別の支持率では雇用・経済、インフレといっ

た項目での低下が顕著であり、共和党支持者からの支持率も下がっています（図表 1参照）。トランプ大統領は
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2024年の大統領選挙で、共和党支持者に加え、バイデン前政権下のインフレを嫌った無党派層の票を取り込

んで勝利しました。トランプ政権下でインフレは減速していますが、食料品や光熱費、保険料などの価格上昇は

継続しており、2024年にトランプ氏に投票した人々も生活費の負担増を理由に支持から離れつつあると言えま

す。 

 

図表 1：政策別の政権支持率 

 

 

実際、2025年 11・12月に行われたオフイヤー選挙（全国的な大統領選挙・連邦議会選がない年に行われる選

挙）では、生活費の高騰・高負担への対策を意味する「アフォーダビリティ」が争点化し、民主党がニュージャー

ジー州・バージニア州知事選、ニューヨーク市長選などで全勝しました。共和党の地盤であるテネシー州で行わ

れた連邦下院補選でも民主党候補が善戦するなど、トランプ大統領の与党・共和党にとって厳しい結果となって

います。この選挙結果と相関するように、オフイヤー選挙直後の調査では、支持政党に関係なく、トランプ政権は

「物価引き下げ」を最優先すべきと回答する人が最多でした 3（直近の調査については後述）。 

 

中間選挙の見通しと注目ポイント 

米国連邦議会では、上院 100議席は 2年ごとに 3分の 1ずつ改選され（個々の議員の任期は 6年）、下院

435議席は全議席が 2年ごとに改選されます（議員任期は 2年）。2026年 2月 9日現在、上院では共和党 53

議席・民主党 47議席、下院では共和党 218議席・民主党 214議席（空席 3）となっており、上下院ともに共和

党が僅差で過半数を占めています（図表 2参照）。 

この状況において、直近の中間選挙の投票先調査では、共和党 42.6％に対し民主党 47.6％と、民主党が 5ポ

イントリードしています 4。しかし、予想される議席数では、上院は改選議席の多くが共和党現職であり（改選 35

議席中 22議席が共和党）、共和・民主が競う接戦区が少ないことから、共和党が過半数の 51議席以上を保つ

可能性が高いと見られています 5。一方で 435議席の全てが改選となる下院では、物価高によるトランプ政権へ
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の支持率低下などが影響し、民主党が過半数を制する勢いとなっています 6。トランプ大統領は「アフォーダビリ

ティ」という争点を否定しており（後述）、また世論調査では共和党支持者も「移民管理」を最優先すべきと回答し

ていますが、民主党支持者や無党派層は「物価引き下げ」を最優先すべきと回答しています（2026年 1月末調

査 7。図表 3参照）。政権支持層と無党派層のどちらの声を汲むべきか、政権としては難しいかじ取りの局面と

言えます。 

 

図表 2：現在の議席と獲得議席予想 

 

 

図表 3：トランプ政権が注力すべき政策分野（支持政党別） 

 

 

このように下院過半数を失う可能性がある共和党・トランプ政権ですが、そもそも米国の中間選挙では政権与党

の議席減少が通例となっています。1945～2022年の中間選挙では、与党が共和党・民主党のいずれの場合で

も、上院で平均 4議席・下院で平均 25議席を減らしてきました 8。クリントン政権（1993～2001年）以降、中間

選挙で上下両院の議席を増やしたのは、9.11後の対テロ戦争中だった第 1次ブッシュ政権（2001～05年）の

みでした（下院過半数を維持し、上院は過半数を奪還）。第 1次トランプ政権時（2017～21年）の中間選挙にお

いては、上院では与党・共和党が過半数を維持したものの、下院では過半数を割り込み 199議席となりました。

その結果、議会運営が困難となり、国内での政策よりも、北朝鮮訪問や中東でのアブラハム合意、第 1弾米中

貿易合意といった外交など議会を通さない行政権限内で行える施策に注力することになりました。 
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今年 11月に実施される中間選挙に向けた注目点としては、以下の 3点が挙げられます。 

①「アフォーダビリティ」：トランプ大統領は「アフォーダビリティ」という争点を否定しており、自身 2期目の下でイ

ンフレは落ち着き、経済成長も達成していると主張しています。ただし、実際には昨年のオフイヤー選挙後にコ

ーヒー・バナナなどの食品類を関税対象から除外したり、機関投資家による戸建て住宅の購入を禁止したりと、

アフォーダビリティを意識した政策を次々と発表しています。今後も中間選挙まで物価高対策を主眼とした政策

が打ち出されていくことが予想され、これが支持率回復につながるかに注目が集まります。 

②成果重視の外交政策：中間選挙が行われる 11月までに、有権者にアピールできる外交成果を狙う可能性が

あります。例えば、キューバの体制転換への働き掛けを通じてキューバ系米国人の支持を集めることが考えら

れます。また、対中規制緩和や米国産品購入を含む中国とのディールの合意 9、日米合意に基づく戦略投資の

実施を通じて米国民への経済的利益をアピールすることも想定されます。 

③州規制を巡る争い：現在、各州で AIやデータセンターなどへの規制が乱立しつつあります 10。その背景には

AIの安全性や雇用に与える影響への懸念の高まり、地域の電気代・水道代高騰、データセンター建設予定地

に反対する住民運動などが活発化している状況があります 11。これに対し、国策として AIなどの開発を進めた

い連邦政府は州による規制権限を制限する方向で動いており 12、さらに煩雑な規制を回避して好ましい開発環

境を構築したいテック企業によるロビイングも行われていると報じられています 13。中間選挙と同時に行われる

州知事選挙において、これらの規制に対するスタンスも候補者間で争われており、米国でビジネスを行う企業は

進出先の州の状況を注視する必要があります。 

 

中間選挙 3つのシナリオ 

11月の中間選挙については、各所の報道・分析を総合すると、以下の 3つのシナリオが予想されています（図

表 4参照）。 

 

図表 4：中間選挙のシナリオと今後の政局 

 

 

まず、民主党が下院過半数を獲得し、上院は共和党が過半数を維持するシナリオです。前述したとおり、現時点

の選挙予想ではこの展開が有力視されています。第 1次トランプ政権の後半と同様、ねじれ議会（英語では
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Divided government、「分割政府」）で政権が進めたい政策を実現するのが困難になり、外交など行政権限内で

実施可能な施策に注力することになります。この場合、政権と議会との衝突により政府閉鎖や民主党主導の大

統領弾劾調査などが生じる一方、トランプ政権は大統領令による政策実行などでレガシー構築を目指し、米国

内政が混乱する可能性があります。その中で共和党内ではバンス副大統領が、トランプ政権路線を継承しつつ

無党派層を味方に付ける経済政策などを打ち出し、次期大統領候補者になるという見方が存在します。 

次は、11月までにトランプ政権の支持率が回復し、各州で共和党有利の選挙区区割り変更にも成功して、共和

党が上下両院で過半数を維持するというシナリオです。この場合、トランプ政権は中間選挙までに実施してきた

移民管理・減税・行政改革などの政策を選挙後も続行・強化し、2028年の次期大統領選挙にはトランプ政権路

線の後継者としてバンス副大統領らが出馬することが予想されます。一方、野党・民主党は 2028年大統領選

挙までに抜本的な体制改革を迫られ、その場合、サンダース上院議員やマムダニ・ニューヨーク市長ら経済左派

路線へとさらにシフトする可能性があります。 

最後は、民主党が上下両院過半数を獲得するシナリオです。この場合、トランプ政権はレームダック化し、共和

党が上院過半数を維持するシナリオよりもさらに政府と議会との折衝が難しくなります。共和党内でもトランプ大

統領の求心力が低下し、「トランプ離れ」が進むことが考えられますが、無党派層への訴求力などを考慮すれ

ば、保護主義的な貿易政策や所得中間層への減税といったトランプ政権の「Make America Great Again

（MAGA）」という右派ポピュリスト路線は継続または強化される可能性があります。すなわち、トランプ大統領と

いう表に立つ人物が替わり、レトリックや関税による圧力といったツールの使い方は穏やかになることになって

も、実質的にはトランプ政権の方針が引き継がれることが考えられます。 

いずれのシナリオでも、中間選挙の次の政治的転機となり得る大きな選挙は 2028年の大統領選挙となりま

す。共和党の候補（現時点で最有力なのはバンス副大統領）は MAGA路線の継続を掲げて選挙に臨み、当選

すればほぼ現状の政策が続く可能性があります。一方、民主党の大統領候補が勝利した場合には、移民や環

境、多様性・公平性・包括性（DEI）、富裕層・大企業対象の増税といった政策が復活することがあり得ます。しか

し、第 1次トランプ政権下で始まった関税が民主党バイデン政権下で維持・拡大されたように、国内産業保護に

向けた保護主義的な通商・産業政策などは変わらないことも考えられます。 

 

日本企業への影響と求められる対応 

前述したとおり、中間選挙が行われる今年 11月まで、トランプ政権は物価高対策を積極的に実施する見込みで

す。例えば、クレジットカード金利上限の導入や、健康保険購入補助の復活、関税除外措置の拡大など、有権者

の生活費負担を抑える施策を実行していく可能性があります。また対外政策では、キューバの共産主義体制転

換に向けた施策や、さまざまな国との経済・政治的「ディール」、米国・メキシコ・カナダ協定（USMCA）見直しで

の強硬姿勢など、有権者にアピールできる政策が採られることも考えられます。短期的には、日本企業はそれら

の政策による影響を見極め、対応を準備することが求められます。 

 

図表 5：求められる企業対応 
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中間選挙後も含めた中長期的な時間軸では、今後発生する地政学リスクへの対応として、米国と関係する企業

は以下の体制を構築していくことが推奨されます（図表 5参照）。 

①まず、連邦・州レベルにおける政局・政策動向を継続的に分析するためには、インテリジェンス機能を備えた

体制を構築する必要があります。米国では主な政策は政権内部や議会で議論され、その過程でメディアにも報

じられることが多くあります。それらの議論が政策として発表される前に兆候を把握することで、自社に関係する

政策がもたらす影響への備えが可能になります。 

②①で得た情報に基づき、シナリオ・事業影響の分析を行います。例えば、前述したような米中合意による対中

規制緩和や、日米で合意された戦略投資などの履行を米国主導で加速させる事態も想定されます。また、今年

は USMCAの見直しが予定されていますが、米国では原産地規則の強化などを求めるトランプ政権の意向が

示されています 14。この原産地規則の強化の範囲・程度によっては、自社や関係先の北米サプライチェーンに

多大な影響を及ぼす可能性があります。このような予想されるシナリオに基づき、事業影響の分析を進めること

が有効です。 

③②で実施したシナリオ・事業影響の分析結果に基づき、必要に応じて経営戦略・事業計画の見直しを行いま

す。上記の例で言えば、米中合意によって米国の対中規制が緩和されれば、米中間での取引・サプライチェーン

構築が容易になるため、中国での事業戦略を検討し直す余地が生まれます。日米合意下での戦略投資につい

ては、同スキームのメリット（日本の政府系金融機関による出資・融資・融資保証、米国政府による各種規制対

応優遇など）とデメリット（米国側による案件の最終決定、日米間の利益配分など）を考慮して、企業としての関

与を検討することも選択肢の一つと言えます。また、USMCAの見直しで域内生産割合の引き上げや米国コン

テンツ条項の新設が行われた場合には、北米サプライチェーンの域内化や米国現地化が必要となります。さら

に、他国の製品排除の条項が新設された場合、サプライチェーンから当該国の製品を排除するなどの対応が求

められることになります。 

④上記のように地政学的な状況に対応するのみならず、「自ら状況を作る（変える）」こと、すなわち政策提言や

ロビイングといった行動も選択肢に入れることが考えられます。自社事業が有利になるないしは不利益を被らな

いように、産業団体における政策主張の調整を行うことや、政策提言や特定候補者の支援、政権・議会へのロ

ビイング、メディアで主張を発信するといった行動は、米国では広く実施されています。①のインテリジェンス体

制の構築と合わせて、政府渉外体制の構築も検討すべきでしょう。 

このように、米国の中間選挙については、それが直近の米国の政治状況に影響をもたらすだけでなく、2028年

の大統領選挙や、その後の展開、さらに日本企業がその中でどう行動すべきかまで示唆を得ることができます。

本レポートが、日本企業における米国情勢の把握に資することを願っています。 
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「連載コラム 地政学リスクの今を読み解く」について 

グローバルな事業経営の外部環境変化をもたらす要因として、昨今注目の高まる地政学的事象の最新動向や背景、事業環境への脅威と機会などについて

専門家がシリーズで解説を行うウェブコラム。 

これまでのコラムはこちらから 

https://www.pwc.com/jp/ja/knowledge/column/geopolitical-risk-column.html  

「PwC Japanグループ 地政学リスクアドバイザリーチームのご紹介 

PwC Japanグループにおいて、英国の EU離脱や米中貿易摩擦以降の地政学・経済安全保障リスクの動向分析、調査、クライアント支援を行う専門家

チーム。ロシアによるウクライナ侵攻では、独自の情勢分析レポートを発行し、クライアントから高い評価を得る。 
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